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研究成果の概要（和文）：日本における環境教育は地球環境問題への関心が広がる1990年代を境に大きく変わっ
た。それまでの自然系環境教育、生活系環境教育、地球系環境教育という3つの領域の取り組みが、1990年代以
降はこれらが互いに重なりあう総合系環境教育の領域が登場した。これが日本におけるESDの始まりといえる。
その後、2002年のヨハネスブルグサミットにおける日本のUN-DESD（2005-2014）の提唱と同年の国連総会での決
議以降、我が国のESDの取り組みは急速に広がった。本研究では、ESDに先進的に取り組んでいる自治体を対象に
環境教育とESDの関係について主に文献並びにインタビュー調査によって明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Environmental education in Japan has changed dramatically since the 1990s 
when interest in global environmental issues has spread. Efforts in the three areas of natural 
environmental education, life environmental education, and global environmental education up until 
that time have appeared in the area of integrated environmental education where they overlap each 
other since the 1990s. This is the beginning of ESD in Japan. Since then, the resolution of the UN 
General Assembly in the same year as the UN UN-DESD (2005-2014) advocated at the Johannesburg Summit
 in 2002, Japan's ESD efforts have spread rapidly. In this study, it revealed by mainly literature 
and interview survey of ESD advanced municipality about the relationship of environmental education 
and ESD. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ESDは「持続可能な開発」を推進し、環境・社会・経済の統合による持続可能な社会の担い手を育てる教育・学
習であり、従来の環境教育の範囲を超えて、開発教育や人権教育等幅広い課題教育を統合する概念である。日本
が提唱した国連ESDの10年によってESDは国際的に普及してきたが、国内ではいまだ十分浸透しているわけではな
い。国連SDGs（持続可能な開発目標）があらゆるステークホルダーによって国内外で取り組まれている現在、国
連・ユネスコが2020年から進める"ESD for SDGs（2030）"の 取り組みは極めて重要である。本研究によって日
本におけるESD推策の一端も明らかにすることができた。



１．研究開始当初の背景 
ESD（持続可能な開発のための教育）は「持続可能な開発」を推進し、環境・社会・経済の統
合の視点に立って持続可能な社会の担い手を育てる教育・学習であり、従来の環境教育の範囲を
超えて、開発教育や人権教育など幅広い課題教育を統合する概念である。日本が国連持続可能な
開発サミット（ヨハネスブルグサミット、2002）において提唱し、同年の国連総会で決議された
国連 ESD の 10 年（DESD、2005-2014）によって ESD は国際的に一定の普及を見た。国内に
おいても、DESD 国内実施計画や DESD を契機に策定された環境教育推進法（2003）、同じく
DESDを契機に「自然への畏敬の念」等が加えられた教育基本法、さらに教育基本計画への ESD
推進の明記等によって特にユネスコスクールの参加校が増加する等、ある程度普及してきたが、
いまだ十分浸透しているわけではない。 
２．研究の目的  
本研究は、これまで日本国内で取り組まれてきた「環境教育」が、 DESD の開始以降、具体
的にどのように「ＥＳＤ」に変容していったのかについて、自治体レベル、さらには個々の学校
の取り組み等においてその変容過程を把握することで、環境教育からＥＳＤへの変容（発展）プ
ロセスを明らかにし、その一般化を試みるとともに、従来から論点の一つであった環境教育とＥ
ＳＤの関係（その違い）について明らかにすることを目的とする。この研究は、必然的にDESD
が日本の環境教育に与えた影響をも明らかにすること、さらには ESDが未だ十分に普及してい
ない現状の改善策をも提示することにつながる。  
３．研究の方法 
 本研究では、上述の目的を達成するために、4年間にわたる調査研究を実施した。具体的には、
日本国内でＥＳＤの先進地として認識されている複数の自治体を訪問し、教育委員会や環境部
局、教師、NPO等 ESDに取り組んでいる当事者に対するインタビューを行った。これは、実際
に当該地域でＥＳＤの展開に関与した人物や組織の構成員に対する調査を行うことによって、
そこで取り組まれているＥＳＤの全体像を明らかにすることを企図した調査となる。調査を行
った自治体は羅臼町、気仙沼市、高畠町、岡山市、西粟倉村、内子町、北九州市、対馬市、水俣
市、大牟田市の 10 自治体である。 
 また海外の ESD 先進地への訪問や ESD 関連の国内外の会議への参加等を通じて、本目的に
かかわる関連情報も併せて収集した。 
４．研究成果 
(1)調査対象自治体における ESD の成立プロセス 
調査対象とした 10 自治体は学校教育（あるいは地域）における環境教育の先進地として知ら
れている。これらの地域における環境教育ならびに ESDの取り組み、さらにはこれらの取り組
みを始めた経緯等について調査し、環境教育から ESDの取り組みに変容した経緯を簡単にまと
めたのが表 1 である。これらは大きく以下の 2 つに大別することができる。①従来から環境教
育の実践がなされていたが、DESD の登場により全面的に ESDに衣替えし取り組んでいる自治
体、②従来から環境教育の実践に取り組みながら、地球環境問題や多様な地域の課題が顕在化し



ていく中で環境のみならず環境・社会・経済をも視野に入れた地域づくり等の環境教育を展開し
ている自治体。前者は、従来から取り組んできた環境教育等の課題教育の統合というよりも ESD
の登場を機に ESD を導入し、ESD の名称で取り組みを推進している「ESD 目的タイプ」と呼
べる自治体である。後者は、人と自然との関係の改善だけでなく人と自然との関係の改善も含め
た総合的な環境教育（いわゆるボトムアップ型 ESD)に取り組んでいる「ESD プロセスタイプ」
と呼べる自治体である。（図１） 
 

  

    
（2）ESDの成立概念からの検討 
環境教育と ESDの成立過程の概念化については、日本国内で従来から取り組まれてきた持続
可能性にかかわる多様な活動（自然系、生活系、地球系）が地球環境問題の顕在化に伴って互い
に重なり合う活動（総合系）が生まれ、これらの総称が ESD である（図 2 Abe,2010）との見方
や多様な課題教育が地球環境問題の顕在化を契機に重なり合い生まれたとする（図 3）等がある。
一方、本研究の結果、明らかになったことは日本では「ESD 目的タイプ」型での成立が多く、
DESD（並びにDESD推進に向けた文科省、環境省、NGO等による取り組み）によって生まれ
た ESD が多いことが分かった。 
 

  
（3）これからの環境教育と ESD の関係 
国連が 2015 年に策定した SDGs（持続可能な開発目標）が広く浸透するにしたがい、SDGs
のエンジンとしての ESD の見方が広がり、文科省も学校での取り組みを重視している。SDGs
の 17 目標は相互不可分の関係であり、統合的な視点が不可欠である。この意味で環境教育を含
む課題教育は ESD としてのアプローチが急速に広がる可能性がある。国連・ユネスコは 2019
年までの ESD グローバルアクションプログラムの後継として"ESD for SDGs" (UNESCO,2019)
を 2020 年から開始する。この意味で SDGs の普及と共に ESD目的タイプ型、ESDプロセスタ
イプ型の取り組みは今後も広がっていく可能性が高い。 
 
 

表 1.各自治体におけるESD の経移 

図 2.日本におけるESD の登場 図 3.個別の課題教育からESD へ 

(Abe 2000) (ESD-J(2008)を)筆者改図) 

図 1.環境教育からESD への変容の 2タイプ 
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